
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数 　：　全国トップである１人あたりの個人住民税額を中心とした税収により，平成15年度までは１を超えていた。震災後，
　　　　　　　　 復興事業等に要する市債の返済(公債費)増により年々悪化しているものの，安定した税収により他団体よりも比較
　　　　　　　　 的高い水準にある。しかしながら，三位一体改革により，19年度以降は税収が大幅減となるため，悪化が見込まれ
　　　　　　　 　る。今後は，市債の計画的な償還とともに，税収に見合った適正な執行を目指すことにより，改善していく。

経常収支比率 ：　震災復興事業等による起債の償還に伴う公債費の増大により，平成７年度以降，類似団体平均を上回った状況が続
　　　　　　　　 いている。現在，起債償還はピーク期を迎えており，今後も当面は高水準で推移していく見込みである。

起債制限比率 ：　地方債残高が平成13年度のピーク時には1,119億円に達したが，その後の震災関連事業の収束に伴い減少に転じ，
　　　　　　　　 平成16年度末には1,035億円となっている。しかしながら，依然として20.6％と高い率であり，県内市町村では最
　　　　　　　　 も悪い率となっている。このことは将来負担の健全度とも密接に関わるため，今後とも計画的な償還に努めるとともに，
　　　　　　　　 新たな起債に関してはその適債性に留意し早期の健全化を目指していく。

人口１人当た ：　本市の状況は，阪神・淡路大震災の復興事業に伴う起債発行の影響で，類似団体平均に比較して２～３倍と大きく上
り地方債現在　　 回っているなか，平成15年には「行政改革実施計画」を策定し，各事業の整理合理化並びに経費の節減を図り市債
高　　　　　　　 発行の抑制に努めてきたところである。今後においても市債の計画的な償還とともに，新規発行を必要最小限に抑え
　　　　　　　　 財政状況の健全化を図っていく。

ラスパイレス ：  平成16年1月1日から行政改革実施計画に基づき，給料表の見直しを行い，部長級12％，次長級10％，課長級8％，
指数　 　　　　　課長補佐級5％，主査級4％，2級職員3％，1級職員2％の削減を実施している(職員平均で4.52％の削減)。これによ
　　　　　　　　 り，類似団体の中においては，極めて低い水準にある。また，平成17年度は特殊勤務手当を全面的に見直しており，
　　　　　　　　 今後も引き続き給与全般の点検を行い，より一層の適正化に努めていく。

人口1000人　 ：　行政改革実施計画において，民間活力の導入を積極的に推進し，職員数の適正化を図ることとしており，平成15年
当たり職員数　　 度から平成24年度までで，普通会計の職員数を200人削減（約800人を600人に）する。


